
等   クアセスメントを行う  ○ 平成20年3ノjの「児童相談所運営指針」  
他機関が独自に実施した調査  の改正により、過去、警察の捜査状況をもっ   

に   
よ  察の捜査は虐待の事実認定を行うものではな  

いことから、警察と連携を図りつつも、児竜  
相談所自らが実施する福祉的側向からの調査  
に基づき判定を才fう必要があることに留意す  
ることとされているし，   

は 
び 保護者に関する情袖に／ついては、できる限り   考本人と〝）面ほを行   

分認識し、虐待通告・相談が  両親の状況を把擬するものとし、虐待が疑わ  る方向で検討すべき   
必 
び  

や同居人自身の価値観、家族背景等を含む）  
を調査するものとされている 

また、同車引きのlf▲ども虐待対応・ア1セ  
スメントフr1－チャーート」においては、速や  
かな子どもの安全確認♂〕後、r・ど章）本人及び  
保護者（現在養育しているもの仝員）への面  
接を行うこととされている 

事   
に  保護者やFどもが虐待を否定する場合等に車  

実確認を行う際伊）留意事項等がホされてい  

る 

闇   
受けない自宅分娩などハイリ   。 頭部外傷について、乳幼悍が頭部に外傷   

感   を負って複数l二可ト】の入院をしたとすれば、   
トを行うことが必要⊃   川吉保護まで考える必要がある重人事態で  

あることを示唆している  
保護者側のリスク要因として、妊娠その  

ヰ，のを受容することが困難な場合、妬娠申  
に早産等何らかの閤題が発生したことで胎  
児の受容に影響が出た場合等がある  

。養育環境のリスク要因として、妊娠中で  
あれば定期的な妊婦健康診査を受診しない  
等胎児及び自分白身の健康の保持。増進に  
努力しないこと等がある  

等とされている。   

で   O 「7一ども虐待対応手引き」においては、  
牽）が帰宅をいやがるそぶりを   。 基礎疾患のない低身長。低体重，低栄養   

見   などの医学的所見はネグレクトを疑わせ  
る。表情の欠如などの他の症状がある時に  
は特に強く疑わなければならない  

（7）児乱相談所   

に、tうたっては、   
結果を鵜呑み   
行い判断する  
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／）いては十分  

細 孔幼児の頗   
感やケアを全く   
スク要因に敏   
念にアセスメン  

舗 援助の過松   
えない」「子▲ど   

する】などが   
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リスクアセスメントの指標として作成さ  
れている「支援の必要性を判断するための  
一定の指標（例示）・情報集約のための様  

式」において、子どもの状況として、家に  
帰りたがらないかどうかを確認すべき  

とされている。  

⑫援助の拒否自体がハイリスク要因であると  O「子ども虐待対応の手引き」の改正により、  
次   の認識を高め、その場合の対応方針を決めて  保護者から援助を拒否された場合の対応等に  

おくことが必要。また、拒否された場合、よ  ついて言及する方向で検討すべきである。   
り積極的な介入の必要を認識すべき。  

⑲ 特に、過去に心中未遂のあった事例につい  O 「子ども虐待対応の手引き」を改正し、リ  
疾           てハイリスク・ケースとしての対応が必要で  スクアセスメントシートに項目を追加する  

あることを周知徹底する観点から、「子ども  とともに、心中未遂事例についてハイリス  
虐待対応の手引き」の見直しを行う。  ク・ケースとして言及する方向で検討すべ  

きである。   

⑭ 児童相談所が相談対応している事例につい  ○ ■「子ども虐待対応の手引き」の「1－・時保護  O 「子ども虐待対応の手引き」の改正により、  

四            て、下記のような状況がある場合には、子ど  決定に向けてのアセスメントシート」により   その「・時保護決定に向けてのアセスメント   
次   もの生命のリスクが極めて高いことを認識し   「保護者が子どもの保護を求めている」、「首  シート」において「保護者の態度が一転した  

アセスメントを行った上で対応することを徹  絞め」を確認することとされている。   場合」を追記すること等を行う方向で検討す  
底すべきである。  べきである。  
。保護者自ら「子どもを預かって欲しい」  
などの訴えがある場合  

「子どもの首を絞めてしまった」などの  
内容が含まれる場合  

・それまで支援を求めていた保護者が一転  
して支援を拒否するなどの変化が見られた  
場合  

委託先として、児童家庭支援センター等以   
外の、一定の要件を満たす者を追加する  

こととされている。  



（二とわ。援助計画が有効でなく 

必要な措置を行うこととされ  

きの対応が考えられていない   ○平成2（）年3ノJに「児鼓虐待を行／：）た保護  
掛倒は極ダ）てハイリスクとの認識を持っべ   

援助の初期段階は長くとも3か月以内、  
初期段階の経過後は、乳幼児の場合3か‖  
ごと、少年（学童以降〉の場合6か月ごと  
を目安に目標を設定し 、再評価、指針の見  

直しもこの期間に併せて実施する  
。家庭復帰ができたとして章〕、〕当面の期間  
は、状況変化を即座に把握し対応するため  
に継続した援助が必要であり、一定期間（少  
なくとも6かノJ間程度）は、児竜福祉司持  
尊措置等又は継続指導を採る  

・児童府二1談所は、市町村（要保護児竜対策  
地域協議会）と役割分村し、統一的な対応  
方法を共有し、市町村の援助機関でほ、状  
態の変化が起きれば躊躇なく実行する  

にしておく必要。）  





（J〕施設入所時における関係機関の対応及び施   
設退所時における児童相談所、関係機関や施   
設の役割を明確にしておくことが必要「っ  
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措置を解  
の効果や  除す  

制 その前提として、アセスメントと具体的な   
援助指針作成の励行及びその内容の向上を図   
るとともに、入所申の保護者指導の効果の判   
定ノノ▲法を検討する 
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ら長期間施設に入所し  ○ 平成2（）年3月に、保護者指導の標準化及   
び措置解除のチェックリスト等を内容とする   
「児童虐待を行った保護者に対する指導。支   

援の充実について」（平成20年：う月14【1雇   
児総発第（）3140刷上片）により 

除するに当たっては  
とすべきである1  
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○ 平成20年に入っても、児童相談所等関係   
機関の関与がありながら虐待により児童の命   
が失われる事例が相次いで発生していること   
から、平成20年3月に、基本に＼‡ち返った   
対応の徹底や児童の安全確認・安全確保を最   
優先とした対応、できる限り速やかな死L事   
例等の検証をわうしょう、「児童虐待を受けた   

児窮の安全確認及び☆仝確保の徹底につい   
て」（平成20年3ノj17［1雇県総発第0317り（11   
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（二）検証委£1会〝）報㍗を関係晋一に朴ト㌃研修彗   

〃）教材とする等J一こく他方公共車■1体にi射1†する   

とと≠）に、具体的改善策の実施状況（ノ）4■即童子   
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